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Ｅ
Ｄ
Ｆ
（
フ
ラ
ン
ス
電
力
）
再
国
有
化
の
イ
ン
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

中
川　

辰
洋

は
じ
め
に

　

エ
マ
ニ
ュ
エ
ル
・
マ
ク
ロ
ン
仏
大
統
領
の
与
党
・
中
道
派
内
閣
は
二
〇
二
二
年
七
月
、
一
七
年
前
に
実
施
さ
れ
た
フ
ラ
ン
ス
電
力

（Electricité de France
：
Ｅ
Ｄ
Ｆ
）
グ
ル
ー
プ
の
部
分
的
民
営
化
に
よ
り
市
中
売
却
さ
れ
た
株
式
一
六
パ
ー
セ
ン
ト
を
全
額
買
い

取
り
、
一
〇
〇
％
政
府
出
資
と
す
る
と
発
表
し
た
。
い
わ
ゆ
る
「
再
国
有
化
」
で
あ
る
。
ま
た
経
済
財
政
相
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
移
行
相

は
翌
日
コ
ニ
ュ
ニ
ケ
を
発
し
、
翌
春
に
任
期
満
了
と
な
る
Ｅ
Ｄ
Ｆ
最
高
経
営
責
任
者
の
後
任
選
び
を
開
始
す
る
こ
と
と
し
た
。

　

こ
れ
は
短
期
的
に
は
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に
と
も
な
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
高
騰
と
イ
ン
フ
レ
昂
進
の
国
民
生
活
へ

の
影
響
に
配
慮
し
た
一
連
の
経
済
政
策
の
一
部
―
―
い
わ
ゆ
る
「
購
買
力
（pouvoir d'achat

）」
増
進
―
―
を
な
す
も
の
で
あ
る
が
、

中
長
期
的
に
は
本
年
二
月
に
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
が
発
表
し
た
老
朽
原
発
施
設
の
改
修
や
新
た
な
原
子
炉
の
建
設
な
ど
に
要
す
る
巨
額

の
資
金
調
達
を
政
府
が
主
導
し
て
行
い
、
ひ
い
て
は
仏
原
子
力
産
業
の
再
編
を
目
指
し
て
い
る
。
そ
の
意
味
で
は
、
本
年
前
半
の
大

統
領
選
挙
や
国
政
選
挙
運
動
で
左
派
勢
力
が
掲
げ
た
主
要
銀
行
・
企
業
の
（
再
）
国
有
化
政
策
と
は
異
な
る
。

　

原
発
の
専
門
家
や
メ
デ
ィ
ア
筋
は
、
フ
ラ
ン
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
が
Ｅ
Ｄ
Ｆ
再
国
有
化
に
よ
っ
て
す
べ
て
解
決
さ
れ
る
わ
け
で

は
な
い
と
政
府
の
方
針
に
懐
疑
的
で
あ
る
。
と
く
に
仏
紙
『
ル
・
モ
ン
ド
（Le M

onde

）』
は
経
済
効
果
を
ね
ら
っ
た
計
画
と
い
う

よ
り
も
、
こ
の
国
が
直
面
す
る
経
済
問
題
に
対
す
る
「
す
ぐ
れ
て
政
治
的
メ
ッ
セ
ー
ジ
」
と
喝
破
し
た
。
こ
の
間
た
だ
で
さ
え
Ｅ
Ｄ

Ｆ
の
経
営
環
境
が
悪
化
す
る
な
か
で
国
有
化
さ
れ
上
場
が
廃
止
さ
れ
て
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
が
安
定
化
す
る
保
障
が
な
い
ば
か
り
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か
、
従
前
に
も
ま
し
て
Ｅ
Ｄ
Ｆ
へ
の
市
場
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
が
働
か
な
く
な
り
「
伏
魔
殿
」
化
す
る
危
険
性
を
排
除
で
き
な
い
。
さ

ら
に
原
発
の
安
全
性
と
使
用
済
み
核
燃
料
の
処
理
・
保
管
・
処
分
の
環
境
へ
の
懸
念
の
解
消
と
い
う
点
で
は
た
し
て
有
効
な
政
策
で

あ
る
の
か
ど
う
か
、
現
下
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
が
解
決
さ
れ
た
あ
か
つ
き
に
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
は
「
再
民
営
化
」
さ
れ
る
の
か
ど
う
か
―
―

と
い
う
点
も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
諸
点
は
、
つ
き
詰
め
て
い
え
ば
マ
ク
ロ
ン
政
権
が
従
来
の
環
境
政
策
を
反
故
に
せ
ず
将
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
展
望

し
て
い
る
の
か
と
い
う
問
題
に
立
ち
至
る
の
で
あ
る
が
、
本
稿
で
こ
れ
ら
す
べ
て
を
取
り
上
げ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
以
下
で
は
、

Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
を
、
そ
の
背
景
に
あ
る
諸
事
情
と
と
も
に
整
理
分
析
し
、
政
府
の
意
図
と
こ
れ
に
関
連
す
る
問
題
を
考
察
し
て

い
き
た
い
。

１　

フ
ラ
ン
ス
の
原
子
力
発
電
の
現
状

　

一
九
五
六
年
に
西
仏
の
ア
ン
ド
ー
ル
＝
ロ
ワ
ー
ル
県
の
都
市
シ
ノ
ン
で
建
設
さ
れ
た
原
子
炉
を
嚆
矢
と
す
る
フ
ラ
ン
ス
の
原
発
開

発
は
、
そ
の
二
年
後
に
設
立
さ
れ
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
原
子
力
共
同
体
（Euratom

）
に
よ
る
原
子
力
の
平
和
利
用
を
目
的
と
し
た
技
術

開
発
、
調
査
・
研
究
と
も
あ
い
ま
っ
て
順
調
に
進
み
、
と
く
に
七
三
年
十
月
の
ヨ
ム
・
キ
プ
ー
ル
戦
争
と
そ
の
後
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク

を
き
っ
か
け
に
加
速
し
た
。

　

フ
ラ
ン
ス
の
原
発
事
業
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
が
、
送
電
部
門
の
Ｒ
Ｔ
Ｅ
（
送
電
系
統
管
理
会
社
）
に
よ
る
と
、
図

表
１
に
示
す
よ
う
に
運
転
中
の
原
子
力
発
電
所
は
全
国
一
九
都
市
、
原
子
炉
は
五
六
基
に
の
ぼ
る
。
ま
た
発
電
量
は
二
〇
二
〇
年
末

現
在
三
五
四T

W
h

（
テ
ラ
ワ
ッ
ト
時
＝
一
〇
億K

W
h

）、
か
つ
総
発
電
力
量
に
占
め
る
原
発
の
シ
ェ
ア
約
七
〇
％
は
世
界
第
一
位

で
あ
る
（
図
表
２
）。
加
え
て
、
現
在
稼
働
中
の
炉
型
は
Ｐ
Ｗ
Ｒ
（
加
圧
水
型
軽
水
炉
）
に
統
一
さ
れ
標
準
化
が
進
ん
で
お
り
、
た
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図表２　フランスの電源構成（発電電力量、2020年）
発電電力量：525TWh

TWh：テラワット時（＝10億キロワット時）

自然エネルギー

67.4％67.4％ 23.9％23.9％

2.0％2.0％
2.5％2.5％

7.7％7.7％

11.7％11.7％

8.7％8.7％

その他の自然エネルギー
太陽光
風力
水力
原子力
火力など

（注）火力などには、ガス、石油、石炭、揚水、電源不明を含む。その他の自然エネルギーには、バ
イオマス／廃棄物、地熱を含む。

（出所）ジスラー［2022］より引用。

図表１　フランスの原子力発電所分布地図

（注）図中の数字はいずれも原子炉数（2020年末）。ただし、東仏フェッセンアイム（Fessenheim）
の２基は2020年６月までに停止。

（出所）EDF資料より引用。
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め
に
発
電
コ
ス
ト
は
安
価
で
、
余
剰
電
力
は
Ｅ
Ｕ
（
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
連
合
）
の
近
隣
諸
国
に
輸
出
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
背
景
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
が
天
然
資
源
に
乏
し
く
石
炭
、

石
油
・
天
然
ガ
ス
の
自
給
率
が
低
い
こ
と
を
あ
げ
な
く
て
は
な

ら
な
い
。
図
表
３
は
Ｇ
７
加
盟
各
国
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給

率
と
ロ
シ
ア
へ
の
依
存
度
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
（
二
〇
二
〇

年
末
）。フ
ラ
ン
ス
の
自
給
率
は
五
五
％
と
、一
〇
〇
％
超
の
米
・

加
は
も
と
よ
り
、
七
五
％
の
英
国
に
も
及
ば
な
い
も
の
の
、
独

伊
日
の
三
五
％
、
二
五
％
、
一
一
％
よ
り
は
高
い
。

　

い
ま
や
原
子
力
発
電
は
フ
ラ
ン
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
に
欠

か
せ
な
い
存
在
で
は
あ
る
が
、
社
会
党
出
身
の
フ
ラ
ン
ソ
ワ
・

オ
ラ
ン
ド
大
統
領
の
も
と
二
〇
一
五
年
に
成
立
し
た
「
グ
リ
ー

ン
な
成
長
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
法
」
に
謳
わ
れ
た
「
化

石
燃
料
投
資
の
減
額
」
や
「
脱
原
発
」
に
も
と
づ
き
一
〇
年
後

の
二
〇
二
五
年
ま
で
に
原
発
発
電
量
を
半
減
す
る
と
同
時
に
、

原
発
の
収
益
の
一
部
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
に
活
用

す
る
と
と
も
に
、
四
〇
年
の
耐
用
年
数
に
達
し
た
原
子
力
発
電

所
を
閉
鎖
す
る
こ
と
も
検
討
す
る
と
し
た
（
東
部
オ
ー
ラ
ン
県

図表３　Ｇ７各国の一次エネルギー自給率とロシアへの依存度

国名 一次エネルギー自給率
（2020年）

ロシアへの依存度
（輸入量におけるロシアの割合）（2020年）
※日本の数値は財務省貿易統計2021年速報値

石油 天然ガス 石炭

日本 11％
（石油：０％　ガス：３％　石炭：０％）

４％
（シェア５位）

９％
（シェア５位）

11％
（シェア３位）

米国 106％
（石油：103％　ガス：110％　石炭：115％） １％ ０％ ０％

カナダ 179％
（石油：276％　ガス：13％　石炭：232％） ０％ ０％ ０％

英国 75％
（石油：101％　ガス：53％　石炭：20％）

11％
（シェア３位）

５％
（シェア４位）

36％
（シェア１位）

フランス 55％
（石油：１％　ガス：０％　石炭：５％） ０％ 27％

（シェア２位）
29％

（シェア２位）

ドイツ 35％
（石油：３％　ガス：５％　石炭：54％）

34％
（シェア１位）

43％
（シェア１位）

48％
（シェア１位）

イタリア 25％
（石油：13％　ガス：６％　石炭：０％）

11％
（シェア４位）

31％
（シェア１位）

56％
（シェア１位）

（出所） 資源エネルギー庁燃料部「化石燃料を巡る国際情勢等を踏まえた新たな石油・天然ガス等の
政策の方向性について」（令和４年４月22日）より引用。



（52）

の
フ
ェ
ッ
セ
ン
ア
イ
ム
発
電
所
）。
原
発
の
段
階
的
廃
止
を
決
定
し
た
ド
イ
ツ
な
ど
に
み
ら
れ
る
環
境
問
題
へ
の
配
慮
も
さ
る
こ
と

な
が
ら
、
フ
ラ
ン
ス
原
発
の
技
術
的
向
上
、
安
全
性
の
確
保
、
ひ
い
て
は
環
境
へ
の
懸
念
の
払
拭
な
ど
が
要
請
さ
れ
た
た
め
で
あ
っ

た
。

　

と
こ
ろ
が
、
一
七
年
に
社
会
党
が
下
野
し
、
中
道
派
の
エ
マ
ニ
ュ
エ
ル
・
マ
ク
ロ
ン
が
大
統
領
に
就
任
す
る
と
、
前
政
権
の
掲
げ

た
「
脱
原
発
」
の
目
標
達
成
時
期
を
五
〜
一
〇
年
先
送
り
、
し
か
も
新
型
原
子
炉
Ｅ
Ｐ
Ｒ
（
欧
州
加
圧
水
型
炉
）
へ
の
代
替
を
検
討

す
る
な
ど
の
政
策
を
打
ち
出
し
た
。
発
電
所
の
閉
鎖
は
石
炭
発
電
へ
の
依
存
を
高
め
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
増
加
を
不
可
避
と
す
る
ば

か
り
か
、
稼
働
中
の
原
子
力
発
電
所
に
つ
い
て
も
大
規
模
改
修
の
た
め
の
巨
額
の
資
金
が
必
要
と
な
る
と
い
う
の
が
そ
の
理
由
で

あ
っ
た
。

　

マ
ク
ロ
ン
大
統
領
が
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
を
打
ち
出
し
た
の
は
、
皮
肉
な
こ
と
に
好
転
し
な
い
経
営
状
況
を
映
し
た
株
価
低
迷
の

た
め
「
国
有
化
」
コ
ス
ト
が
低
く
抑
え
ら
れ
る
こ
と
に
加
え
て
、
す
で
に
巨
額
の
債
務
を
抱
え
さ
ら
な
る
資
金
調
達
を
行
う
こ
と
が

困
難
な
状
況
に
配
慮
し
た
こ
と
が
主
因
と
い
わ
れ
る
。
こ
と
ほ
ど
さ
よ
う
に
、
二
一
年
末
現
在
、
同
社
の
社
債
現
存
額
は
四
三
〇
億

ユ
ー
ロ
と
売
上
高
（
八
四
五
億
ユ
ー
ロ
）
の
過
半
に
及
ぶ
。
つ
ま
り
、政
府
が
Ｅ
Ｄ
Ｆ
に
代
わ
っ
て
資
金
調
達
を
保
証
し
な
け
れ
ば
、

将
来
安
定
的
な
電
力
供
給
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
論
法
で
あ
る
。

２　

Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
式
の
公
開
買
付
け
（
Ｏ
Ｐ
Ａ
／
Ｔ
Ｏ
Ｂ
）
計
画

　

マ
ク
ロ
ン
大
統
領
の
与
党
・
中
道
派
の
首
班
エ
リ
ザ
ベ
ー
ト
・
ボ
ル
ヌ
は
本
年
七
月
六
日
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
式
を
一
〇
〇
％
国
家
保
有

す
る
計
画
を
発
表
し
た
。
す
な
わ
ち
、
ジ
ャ
ッ
ク
・
シ
ラ
ク
政
権
下
の
二
〇
〇
五
年
十
一
月
十
九
日
に
市
中
売
却
し
た
Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
式

の
一
六
％
（
た
だ
し
一
五
％
は
機
関
投
資
家
・
個
人
投
資
家
向
け
、
一
％
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
社
員
向
け
）
を
政
府
が
す
べ
て
買
い
取
り
、
い
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ま
一
度
完
全
国
有
企
業
化
と
す
る
と
い
う
の
で
あ
る
（
買
取
り
の
対
象
に
は
同
社

の
転
換
社
債
を
ふ
く
む
）。

　

フ
ラ
ン
ス
の
経
済
紙
『
レ
・
ゼ
コ
ー
（Les E

chos

）』
の
デ
ー
タ
に
よ
る
と
、

Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
は
本
年
一
月
来
一
〇
ユ
ー
ロ
台
を
割
り
、
再
国
有
化
発
表
直
前
の
七
月

上
浣
に
は
約
九
ユ
ー
ロ
とE

U
R
O
N
E
X
T

（
パ
リ
証
券
取
引
所
）
上
場
時
の
約
三

二
ユ
ー
ロ
の
三
分
の
一
程
度
で
あ
っ
た
（
図
表
４
）。
と
こ
ろ
が
政
府
に
よ
る
再

国
有
化
計
画
発
表
後
に
一
〇
ユ
ー
ロ
台
を
恢
復
し
て
か
ら
漸
次
値
を
上
げ
、
同
月

末
以
降
一
一
ユ
ー
ロ
台
と
高
値
で
取
り
引
き
さ
れ
て
い
る
。
政
府
が
一
株
一
二

ユ
ー
ロ
と
、
国
有
化
前
の
終
値
に
数
十
％
上
乗
せ
し
た
価
格
で
公
開
買
付
け
（
Ｏ

Ｐ
Ａ
）
に
応
じ
る
と
し
た
こ
と
を
投
資
家
が
好
感
し
た
た
め
で
あ
る
。

　

政
府
の
試
算
で
は
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
式
の
Ｏ
Ｐ
Ａ
に
要
す
る
費
用
は
約
九
七
億
ユ
ー

ロ
、
こ
れ
に
関
連
す
る
資
金
を
加
え
て
も
一
二
七
億
ユ
ー
ロ
を
上
回
る
こ
と
は
な

い
と
い
う
。
Ｏ
Ｐ
Ａ
は
、
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
の
与
党
が
少
数
派
の
議
会
（
下
院
）

の
承
認
を
得
た
の
ち
行
わ
れ
る
手
は
ず
で
あ
る
。

　

政
府
が
明
ら
か
に
し
た
Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
に
か
か
る
Ｏ
Ｐ
Ａ
の
実
施
要
領
を
摘
要
す
れ

ば
、
財
務
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
ラ
ザ
ー
ル
・
フ
レ
ー
ル
と
Ｂ
Ｎ
Ｐ
パ
リ
バ
の
二

社
を
指
名
、
か
つ
ソ
シ
エ
テ
・
ジ
ェ
ネ
ラ
ル
と
ゴ
ー
ル
ド
マ
ン
・
サ
ッ
ク
ス
の
二

社
を
公
開
買
付
代
理
人
に
選
定
し
て
九
月
末
か
ら
一
カ
月
間
実
施
す
る
予
定
で
あ

図表４　EDF株式の価格推移（2005年11月～2022年8月）

0

20

40
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2010年 2015年

11.93ユーロ
（8月26日）

2020年
（出所）Les Echosデータより引用。
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り
、
十
月
末
に
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
株
は
上
場
廃
止
、
証
券
市
場
か
ら
姿
を
消
す
こ
と
に
な
る
。

３　
「
再
国
有
化
」
の
目
標
と
原
発
の
今
後
の
課
題

　

Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
に
よ
り
、
政
府
は
短
期
的
に
は
懸
案
の
資
金
問
題
を
解
決
す
る
ば
か
り
か
、
中
長
期
的
に
は
膨
大
な
投
資
資

金
を
確
保
す
る
こ
と
を
可
能
な
ら
し
め
る
こ
と
に
な
る
。
実
際
、
会
計
監
査
院
に
よ
る
と
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
は
二
〇
一
四
年
か
ら
二
五
年
の

間
に
五
六
の
原
子
炉
の
「
大
改
修
（grand carénage

）」
な
ど
に
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
を
要
す
る
だ
け
で
な
く
、
マ
ク
ロ
ン
大
統
領

が
ぶ
ち
上
げ
た
シ
ナ
リ
オ
に
も
と
づ
き
三
六
年
ま
で
に
九
基
の
原
子
炉
を
新
設
す
る
た
め
に
は
さ
ら
に
約
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
が
必
要

と
な
る
。

　

先
に
示
唆
す
る
よ
う
に
、
四
三
〇
億
ユ
ー
ロ
超
の
債
務
を
抱
え
る
Ｅ
Ｄ
Ｆ
に
は
捻
出
不
可
能
な
金
額
で
あ
る
が
、
そ
れ
だ
け
で
は

な
い
。
例
え
ば
、
フ
ラ
ン
ス
北
西
部
に
建
設
中
の
Ｅ
Ｐ
Ｒ
（
新
型
原
子
炉
）
が
当
初
の
計
画
か
ら
一
〇
年
超
の
遅
れ
で
建
設
資
金
が

計
画
の
数
倍
に
膨
れ
上
が
っ
た
う
え
、
原
発
依
存
の
高
ま
り
に
と
も
な
う
使
用
済
み
核
燃
料
と
放
射
性
廃
棄
物
の
増
加
に
即
し
た
処

理
・
貯
蔵
の
た
め
の
新
た
な
施
設
の
建
設
と
そ
の
コ
ス
ト
（
す
く
な
く
と
も
三
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
）
に
も
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

な
ど
、
初
期
の
段
階
で
考
え
ら
れ
た
よ
り
も
資
金
投
入
は
は
る
か
に
多
く
な
る
と
予
想
さ
れ
る
。

　

政
府
は
こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
収
益
改
善
の
一
環
と
し
て
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ｈ
（
原
子
力
発
電
切
り
出
し
制
度
）
と
称
す

る
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
原
発
由
来
の
電
力
量
の
一
部
（
二
五
％
、
年
間
上
限
一
〇
〇
〇
億
ワ
ッ
ト
）
を
一
定
価
格
で
新
規
事
業
参
入
者
に
売

却
す
る
制
度
の
見
直
し
を
決
定
し
た
。
こ
の
制
度
は
、
新
規
参
入
者
が
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
小
売
部
門
と
の
競
争
を
確
保
す
る
た
め
に
設
け
ら

れ
た
も
の
だ
が
、
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ｈ
価
格
が
一
〇
年
間
四
二
ユ
ー
ロ
／M

W
h

に
据
え
置
か
れ
た
た
め
卸
売
市
場
価
格
と
の
間
に
乖
離
が

生
じ
た
（
図
表
５
）。
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特
記
す
べ
き
は
、
本
年
二
月
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
後
、
石

油
・
天
然
ガ
ス
価
格
の
高
騰
に
と
も
な
い
売
電
卸
価
格
が
急

上
昇
し
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
か
ら
規
制
価
格
で
仕
入
れ
た
電
力
を
よ
り

高
い
卸
売
市
場
で
再
販
す
る
〝
サ
ヤ
抜
き
〞
に
よ
っ
て
小
売

業
者
を
潤
す
一
方
、
Ｅ
Ｄ
Ｆ
は
収
益
を
低
下
さ
せ
て
き
た
。

こ
の
た
め
、
政
府
は
翌
年
か
ら
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ｈ
価
格
を
二
〇
％

引
き
上
げ
四
九
・
五
ユ
ー
ロ
／M

W
h

と
す
る
こ
と
と
し
た
。

　

政
府
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
経
営
改
善
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を

安
定
さ
せ
る
だ
け
で
な
く
、
再
国
有
化
を
機
に
さ
ら
に
一
歩

進
ん
で
政
府
主
導
で
フ
ラ
ン
ス
原
子
力
産
業
全
体
を
再
編
成

し
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
競
争
力
の
恢
復
と
強
化
に
つ
な

げ
る
算
段
で
あ
る
（
図
表
６
参
照
）。

　

い
ま
ひ
と
つ
Ｅ
Ｄ
Ｆ
が
収
益
性
を
改
善
す
る
う
え
で
避
け

て
通
れ
な
い
の
が
、
電
気
料
金
の
規
制
を
見
直
す
こ
と
で
あ

る
。
す
で
に
み
た
よ
う
に
、
二
〇
二
〇
年
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
の
世
界
的
流
行
を
契
機
に
一
〇
〇
ユ
ー
ロ
／M

W
h

の
大
台
乗
せ
し
た
電
力
の
市
場
価
格
（
卸
電
力
価
格
）
は
本

年
二
月
の
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
後
一
段
と
高

図表５　ARENH価格と卸電力価格（取引所価格）の推移と乖離
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（56）

騰
、七
月
に
は
四
〇
〇
ユ
ー
ロ
超
と
最
高
値
を
更
新
し
た
の
に
対
し
て
、

こ
の
間
家
計
や
一
部
の
法
人
向
け
規
制
料
金
（
小
売
電
力
価
格
）
の
上

昇
は
わ
ず
か
四
％
に
抑
え
ら
れ
て
い
る
。

　

し
か
も
Ｅ
Ｄ
Ｆ
は
政
府
に
よ
っ
て
売
電
小
売
業
者
へ
の
Ａ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ｈ

に
よ
る
追
加
供
給
二
〇T

W
h

（
二
〇
〇
億K

W
h

）
を
四
六
・
二
ユ
ー

ロ
／M

W
h

で
販
売
す
る
一
方
、
当
該
業
者
か
ら
追
加
電
力
を
二
五
七

ユ
ー
ロ
／M

W
h

で
購
入
す
る
こ
と
を
求
め
ら
れ
た
。
け
だ
し
小
売
市

場
の
競
争
は
か
ろ
う
じ
て
維
持
で
き
た
も
の
の
、
そ
の
結
果
と
し
て
の

Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
損
失
は
八
〇
億
ユ
ー
ロ
と
も
九
〇
億
ユ
ー
ロ
と
も
い
わ
れ
、

た
め
に
背
に
腹
は
代
え
ら
れ
ぬ
と
ば
か
り
に
政
府
相
手
に
金
銭
的
補
償

を
求
め
る
始
末
で
あ
っ
た
。

　

前
掲
図
表
２
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
フ
ラ
ン
ス
は
ロ
シ
ア
産
天
然
ガ

ス
の
輸
入
量
が
ド
イ
ツ
な
ど
の
隣
国
に
比
べ
て
多
く
な
く
、
原
子
力
発

電
の
シ
ェ
ア
が
高
く
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
減
と
価
格
の
高
騰
の

影
響
が
相
対
的
に
小
さ
い
け
れ
ど
も
、
原
発
へ
の
い
ち
じ
る
し
い
傾
斜

が
結
果
と
し
て
太
陽
光
や
風
力
発
電
な
ど
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
電
力

源
の
多
様
化
を
遅
ら
せ
た
こ
と
は
否
定
で
き
な
い
事
実
で
あ
る
。

　

そ
の
意
味
か
ら
す
れ
ば
、
電
気
料
金
の
規
制
は
こ
の
間
の
フ
ラ
ン
ス

図表６　フランス原子力産業の資本提携
仏政府

100％ 国家出資庁

90％

84％
16％

75.5％

5％

5％5％
19.5％

一般投資家

（注）Orano社は旧New Areva（NewCo）。Areva（持ち株会社）は、フィンランド・オルキルオト
３号（OL3）の遅延賠償費用をフランス金融大手Natixisから融資するために、Orano社の株式
10％を担保としていたが、フランス政府がこれを取得した。

（出所）資源エネルギー庁（令和４年８月９日）資料より引用。



（57）

政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
足
を
引
っ
張
る
遠
因
と
い
っ
て
あ
ま
り
あ
る
。
な
か
で
も
マ
ク
ロ
ン
政
権
の
も
と
で
は
二
〇
一
八
年
に

起
こ
っ
た
燃
料
税
の
引
上
げ
な
ど
の
生
活
費
の
高
騰
へ
の
抗
議
運
動
―
―
い
わ
ゆ
る
「
黄
色
い
ジ
ャ
ケ
ッ
ト
運
動
（m

ouvem
ent 

de Gilets jaunes

）」
の
苦
い
記
憶
の
ゆ
え
に
卸
電
力
価
格
の
高
騰
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
家
計
向
け
の
規
制
さ
れ
た
小
売
電
力
価
格

を
意
図
的
に
低
位
に
抑
え
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
し
か
し
だ
か
ら
と
い
っ
て
そ
れ
が
効
果
的
で
あ
っ
た
試
し
な
ど
一
度
も
な
く
、
か

え
っ
て
永
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
致
命
的
欠
陥
を
周
知
す
る
結
果
と
な
っ
た
だ
け
と
い
っ
て
も
決
し
て
誇
張
で
は
な
い
。

結
び
に
か
え
て

　

以
上
、
政
府
が
本
年
七
月
に
発
表
し
た
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
計
画
と
そ
れ
が
目
標
と
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
そ
の
問
題
点
に
つ

い
て
、
そ
の
背
景
に
あ
る
諸
事
情
と
と
も
に
考
察
し
て
き
た
。
最
後
に
い
ま
ひ
と
つ
、
再
国
有
化
を
機
に
政
府
が
目
指
す
Ｅ
Ｄ
Ｆ
業

務
の
再
編
計
画
の
問
題
に
つ
い
て
ふ
れ
て
お
き
た
い
。

　
『
ル
・
モ
ン
ド
』
紙
な
ど
主
要
メ
デ
ィ
ア
の
指
摘
す
る
よ
う
に
、
政
府
は
再
国
有
化
を
機
に
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
事
業
の
再
編
を
推
進
す
る

こ
と
を
企
図
し
て
い
る
―
―
す
く
な
く
と
も
国
有
化
が
Ｅ
Ｄ
Ｆ
再
編
の
好
機
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。〝
ヘ
ラ
ク
レ
ス
（H

ercule

）〞

と
称
さ
れ
る
計
画
が
そ
れ
で
あ
り
、
原
子
力
、
水
力
そ
の
他
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
の
ほ
か
、
比
較
的
収
益
性
が
高
い
送
配
電
・

小
売
の
三
事
業
に
分
割
・
組
織
再
編
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
る
。
そ
れ
に
国
有
化
は
少
数
株
主
の
異
論
・
反
論
を
排
し
、
政
府
主

導
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
中
核
と
な
る
原
子
力
産
業
全
体
の
再
編
成
を
扶
け
る
と
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
（
フ
ラ
ン
ス
民
主
労
働
連
合
）
や
Ｃ
Ｇ
Ｔ
（
労
働
総
同
盟
）
な
ど
の
主
力
労
働
組
合
は
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
分

割
・
組
織
再
編
に
猛
烈
に
反
撥
し
て
お
り
、
な
か
で
も
Ｃ
Ｆ
Ｄ
Ｔ
の
幹
部
は
「
わ
れ
わ
れ
は
一
〇
年
前
に
〝
ヘ
ラ
ク
レ
ス
〞
計
画
が

立
ち
現
れ
た
時
に
反
対
し
た
。
そ
し
て
い
ま
ま
た
同
じ
よ
う
な
計
画
が
検
討
さ
れ
る
と
い
う
の
な
ら
再
び
闘
わ
ね
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
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う
」
と
闘
争
心
を
新
た
に
し
て
い
る
。

　

Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
と
事
業
の
再
編
は
容
易
な
ら
ざ
る
プ
ラ
ン
で
は
あ
る
け
れ
ど
も
、
先
述
の
よ
う
に
事
業
の
再
編
と
バ
ラ
ン
ス

を
ラ
デ
ィ
カ
ル
に
見
直
す
こ
と
は
不
可
避
で
あ
り
、
現
政
権
が
こ
れ
に
積
極
的
に
取
り
組
む
姿
勢
を
み
せ
た
こ
と
は
評
価
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
そ
し
て
そ
う
し
た
姿
勢
は
、ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
も
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
と
考
え
ら
れ
る
し
、

実
際
に
も
ド
イ
ツ
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
「
脱
原
発
」
政
策
の
再
考
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
へ
の
政
府
支
援
が
新
た
に
検
討
さ
れ
る
な
か

に
認
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
ド
イ
ツ
の
ほ
か
で
も
同
様
の
政
策
変
更
を
計
画
し
て
い
る
と
い
う
。

　

本
年
は
、
一
九
八
二
年
の
フ
ラ
ン
ソ
ワ
・
ミ
ッ
テ
ラ
ン
政
権
誕
生
の
ア
ジ
ェ
ン
ダ
と
な
っ
た
社
共
両
党
の
「
共
同
政
府
綱
領

（Program
m
e com

m
un de la gauche

）」
締
結
五
〇
年
の
節
目
の
年
に
当
た
る
。
Ｅ
Ｄ
Ｆ
の
再
国
有
化
は
色
褪
せ
た
教
義
へ
の

執
着
と
思
わ
れ
が
ち
だ
が
、
そ
う
で
は
な
い
。
将
来
を
見
据
え
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
第
一
歩
と
な
る
可
能
性
を
内
包
し
て
い
る
と

い
っ
て
も
間
違
っ
て
は
い
ま
い
。

﹇
付
記
﹈
本
稿
は
二
〇
二
二
年
七
月
二
十
五
日
に
大
阪
研
究
所
で
行
っ
た
研
究
報
告
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
政
治
の
転
換
点
と
経
済
へ
の
影
響
―
―C

hoisir 

entre la peste et la choléra?

―
―
」
の
一
部
を
ベ
ー
ス
に
作
成
し
た
も
の
で
あ
る
。
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